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公 共 施 設 改 修 の 考 え 方 と 再 編 に つ い て 
1. 公共施設の老朽化に対するこれまでの取組 

2. 公共施設保全計画実施における課題 

3. 今後の考え方 

1. 公共施設保全計画の原則保留 
2. 大規模改修は中規模改修に変更 

１．公共施設再編個別計画による再編 
 （建替えの場合は複合化・減築を行う） 
２．保全計画の部分実施（再編対象以外） 

公共施設あり方方針・公共施設再編計画 計画に基づく改修 公共施設保全計画（平成24年度策定） 

大規模改修と中規模改修後、建替え（築後70年）
までの施設躯体の残存耐用年数（平均） 

全体平均 学校平均 

中規模改修後
残存耐用年数 

17年 17年 

大規模改修後
残存耐用年数 

29年 22年 

大規模改修と
中規模改修の 
残存耐用年数

の差 

12年 5年 

①財政の見通し 

③大規模改修の費用対効果 ②人口減少による余剰床の発生 

人口推移と公共施設面積の推移 

（万㎡） 

（年度） 

（万人） 

※ 

（公共施設面積） （市人口） 

維持可能な面積 
27万㎡（80%） 

7万㎡ 
（20%） 

今後40年間で削減が必要な面積（目標） 

（億円） 

大規模改修と中規模改修にかかる費用の
差額（平均差） 

改修・建替えにかかる費用の見込み 

1.7倍 

（億円） 
（年度） 

立 川 市 

参考：公共施設保全計画（H28改訂版） 

参考：第4次長期総合計画策定のための将来人口推計調査・各年度「世帯と人口」・各年度決算「財産に関する調書」 

将来推計 

※公共施設保全計画（H28改訂版）より算出 ※公共施設保全計画（H28改訂版）より算出 

参考：公共施設あり方方針 

約
11
億 

 0～14歳将来推計    15～64歳将来推計     65歳～将来推計     

実績値 

人口推移と公共施設面積の推移 

約
13
億 

※グラフの「公共施設面積」は財産に関する調書の「行政財産」の延床面積の合計 

※「維持可能な面積」は公
共施設保全計画で対象とし
ている公共施設の延べ床面
積（約34万㎡）から推計 


